
③道内市町村のICT支援

員配置状況等を把握した上

で、配置を促進する方策等

について情報共有を行う。

進捗状況

①-2 ICT活用全道協議会の実

施（12月 386名参加）

①-3 各管内においてICT活用協

議会を実施（14管内合計 1,111

名参加）

①-4 教員のニーズを踏まえた、ク

ラウドサービスの基本的な操作方

法に関するオンライン操作研修の

実施（５月～７月）（Ｒ５：７２０名→

Ｒ６： 956名参加）

①-2 文部科学省学校DX戦略アドバイザーによる講義

や事業指定校の実践発表、テーマ別協議等を通じて、多く

の参加者が自校での新たな取組や課題解決の方策を見

いだしていた。より多くの教職員に参加してもらえるよう、

研修の内容や方法等の改善を図るとともに、周知方法を

工夫することが必要である。

①-3 各教育局が管内の状況や学校等のニーズを踏ま

えた協議会を企画・運営したことにより、多くの参加者が

自校の課題を明確にするとともに、ICTを活用した好事例

の共有や課題解決に向けた協議を通して、自校での新た

な取組を見いだすことができた。各管内における協議会の

一層の充実に向けて、先進事例や好事例等を情報提供す

るなどの支援を行うことが必要である。

①-4 クラウドサービスの操作に重点を置いた演習を通し

て、多くの参加者がクラウド活用の効果を実感し、実践意

欲を高めていた。端末と汎用的なクラウドを活用した授業

の推進に向けて、具体的な授業場面での活用を想定した

内容に発展させることが必要である。

②-1 新規オンデマンド研修動画

の追加（動画 11本追加）

②-2 学校等のニーズに応じた校

内研修等の支援（研修 38回実

施）

②-1 今年度実施した研修講師の講義動画を配信したこ

とにより、校内研修や個人研修、研修参加者の学び直しな

どで活用された。引き続き、道内の教職員が自己課題に

応じて「いつでも」「どこでも」「何度でも」視聴できるよ

う、オンデマンド研修動画の充実を図るとともに、周知方法

等の工夫を図ることが必要である。

②-2　申込みのあった学校に対してヒアリングを実施し、よ

り学校のニーズに応じた研修支援を行ったことにより、参

加した教員の意識が高まり、校務や授業でのICT活用が

推進された。具体的な研修内容の希望をもっていない

ケースも見られることから、研修モデルを提示し、選択して

もらうなどの工夫を図ることが必要である。また、生成AI

の利活用に関する研修支援を希望する学校等が複数あ

り、教職員の関心も高まってきていることから、生成AIの利

活用に関する取組を進めることが必要である。

進捗状況

②令和８年度以降の共同

調達の円滑な実施に向け、

引き続き共同調達会議等に

おいて各市町村の共通理

解を図る。

①-1 「GIGAトラブルサポートデスク」「道教

委ICT活用サポートデスク」を設置し、各学校

や市町村教育委員会からの相談に対応（Ｒ５：

217件→Ｒ６：660件 ※R6から「GIGAトラブ

ルサポートデスク」も設置）

①-2 北海道GIGAスクール推進

協議会の開催（７月,２月）

①-1 サポートデスクにおいて、学校・市町村教育委員会

のニーズに応じた相談支援を実施することができた。学校

や地域によりICT環境や活用の状況が異なることから、

ニーズに応じた丁寧な支援を実施することが必要である。

①-2 全道域での意見交換・情報交換を通じ、市町村教

育委員会におけるICT活用のサポート体制強化に寄与し

ている。引き続き、各市町村教育委員会におけるICT活用

に係るニーズ等を踏まえ、各回の実施テーマを検討する必

要がある。

①-1 サポートデスクによる

支援を継続して実施し、各

学校や各地域からの相談に

対応していく。

①-2 ICTの効果的な活用

や学校への支援方策等に

係る情報共有などを行い、

各地域におけるICT活用の

サポート体制を充実させる。

①ＩＣＴ環境の管理・運用に関する

サポートデスク等による学校・市町

村教育委員会のニーズに応じた相

談対応などの支援の充実と北海

道ＧＩＧＡスクール推進協議会にお

いて１人１台端末のICT利活用の

推進を踏まえたテーマを選定し、各

市町村を支援

点

数
1 点

取組

の柱
(3)情報通信技術支援員（ＩＣＴ支援員）等外部人材による教員のＩＣＴ活用の支援

点

数
1 点

①教員のＩＣＴ活用指導力の向上

を図るため、研修会や協議会を実

施

②オンデマンド研修及び校内研修

プログラム等のコンテンツの充実と

校内研修の推進

①各種調査結果を基に道

や各地域、学校等の実態に

応じて研修の内容や構成の

工夫を図ったことにより、昨

年度より参加者が増加し、

各学校においてICT活用が

進められている。

②学校・教員のニーズに応

じたオンデマンド研修動画

や資料等のコンテンツを充

実したことにより、ICTポー

タルサイトへのアクセス数が

増加している。

令和6年度の主な取組【Ｐ】

①-1 ICT活用指導者養成研修

の実施（５月）（Ｒ５：２４１名→Ｒ６：

282名参加）

①-1 GIGAスクール構想の実現に向けた国や道の状

況、先進的な学校や教育委員会の実践事例、地域や学校

の課題解決に向けた協議等を通して、多くの参加者が地

域や学校における今後の取組の見通しをもつことができ

た。学校での組織的な取組の一層の推進に向けて、研修

の対象、内容、方法などの改善・充実を図ることが必要で

ある。

②共同調達会議及び実務担当者レベルの事業部会・作

業部会において、更新する端末の共通仕様書や事業者選

定方法について共通理解を図り、円滑な共同調達を行う

ことができた。共同調達については令和10年度調達分ま

で続く予定であることから、引き続き、共同調達会議等で

各市町村の共通理解を図り、共同調達の円滑な実施に向

けて事務を進める必要がある。

③ICT支援員を配置している道内市町村数はやや増加し

たものの（R5：51市町村→R6：58市町村）、未配置市町

村では人材確保や財政面を配置が困難な理由としてあ

げている。引き続き、人材確保や財政面に係る国の支援内

容を周知し、各市町村におけるICT支援員の配置促進を

図る必要がある。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】

取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】

②道内の全市町村教育委員会教

育長を構成員とする共同調達会議

等を開催するとともに、共同調達に

おける端末調達事業者を選定する

ための入札について、令和６年度

調達分を９月に、令和７年度調達

分を３月に実施

③ICT支援員の配置状況や活用

事例等について調査し（５月）、そ

の調査結果や配置のための財政

措置等について北海道GIGAス

クール推進協議会において各市町

村教育委員会と情報共有（２月）

取組

の柱
(2)教員のＩＣＴの効果的な活用に向けた取組の充実

②１人１台端末の共同調達の円滑

な実施

③市町村における情報通信技術

支援員（ＩＣＴ支援員）などの外部

人材の配置を促進
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①学習者用デジタル教科書の効

果・影響等に関する実証研究事業

②学びの保障・充実のための学習

者用デジタル教科書実証事業へ

の参加

③小・中学校教育課程改善の手

引等において、英語のデジタル教

科書の活用場面の例を掲載

①１市（小２校、中２校）が実施

②学習者用デジタル教科書を英

語は1,546校（小963校、中583

校）、算数・数学は889校（小551

校、中338校）に配布

③デジタル教科書の活用場面に

ついて、教育課程改善の手引や授

業づくりに関する指導資料に掲載

し、Webページで周知するととも

に、指導主事の学校訪問で手引等

を活用した指導助言を実施

③半数以上の学校が授業の４回に３回以上使用するな

ど、活用が広がっていることから、引き続き、指導主事の学

校訪問等により、デジタル教科書の具体的な活用場面な

どについて指導助言が必要である。

①②導入した多くの学校で、児童生徒一人一人が取り組

む学習や協働的に取り組む学習でデジタル教科書の活

用が進展している。一層の活用に向けて、引き続き、各学

校において、積極的に活用するよう働き掛けが必要であ

る。

①～③各学校において、デ

ジタル教科書の活用が広

がっている。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①授業におけるＩＣＴ活用及びオン

ライン学習に関する取組事例や学

習コンテンツの情報を掲載した広

報誌やポータルサイト等による情

報発信

①-1 端末の持ち帰りを含む通知

の発出及び各種会議での説明

①-2 端末の持ち帰りに係るペー

ジを含むICTポータルサイトの更

新（ページ更新24回、アクセス件

数約22,000件）

①-1,2 平常時から持ち帰ったICT端末等を活用した自

宅等での学習を奨励する通知を発出するとともに、各種

会議等で校長や保護者に説明したり、ICT活用ポータル

サイト等で情報発信したりしたことにより、多くの学校で緊

急時以外でも端末を持ち帰るようになった。一部持ち帰り

をさせていない学校があることから、教育局と連携し指導

助言に努めることが必要である。

①他課と連携して取組を進

めたことにより、９割の学校

が平常時でも端末を持ち帰

らせ、家庭での学習に活用

させている。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

取組

の柱
(5)学習者用デジタル教科書の効果的な活用

点

数
1 点

取組

の柱
(4)感染症や災害発生時などにおける教育活動の継続に向けた支援

点

数
1 点

④教員と学習支援スタッフ

の勤務条件が異なることか

ら、学習支援スタッフも勤務

時間内で参加できるよう、

実施時間等を工夫する必要

がある。

⑤-1 サポートデスクによる

支援を継続して実施し、各

道立学校からの相談に対

応していく。

⑥市町村立学校の教職員

まで対象を広げたことによ

り、前年度より参加者が増

加し、端末と汎用的クラウド

を活用した授業等が広がっ

てきている。

⑦引き続き、道立学校の学

校DXに向けたICT支援員

による支援を継続していく。

④各種研修を通して、同じ学校の教員と学習支援スタッフ

が学校におけるICT活用の基本的な考え方や１人１台端

末の活用を支援するポイント等について共有し、役割など

を明確にすることができた。研修への参加については教員

と学習支援スタッフとでは勤務条件が異なることから、引

き続き、研修の参加対象を学習支援スタッフまで広げ、参

加については任意を基本とすることが必要である。

⑤-1 サポートデスクにおいて学校のニーズに応じた相談

支援を実施することができた。引き続き、道立学校のニー

ズに応じた丁寧な支援を行う必要がある。

⑥道立学校はもとより市町村立学校の教職員まで対象を

拡大して実施した。クラウドサービスの操作に重点を置い

た演習を通して、多くの参加者がクラウド活用の効果を実

感し、実践意欲を高めていた。端末と汎用的なクラウドを

活用した授業の推進に向けて、具体的な授業場面での活

用を想定した内容に発展させることが必要である。

⑦ICT支援員と教育局等指導主事による学校訪問では、

小テスト作成ツールや欠席連絡ツール等の校務効率化に

関する技術提案に加え、授業改善の観点からの指導助言

も行い、学校DXを推進するための土台をつくることができ

た。引き続き、各道立学校の学校DXに向けた取組状況を

把握し、学校のニーズに応じた支援を実施する必要があ

る。

⑤-2 ネットワーク速度の確保に

向けた課題を特定するため、規模

別・学校種別に道立学校25校を

抽出し、ネットワークアセスメントを

実施

⑤-2 ネットワークアセスメントの結果、通信機器への過負

荷による速度低下、気象レーダー等の電波干渉など、ネッ

トワーク速度の低下の要因と考えられる課題を特定するこ

とができた。引き続き、特定された課題に対し、最適な機

器設定を検討するなど、ネットワーク速度の改善に向けた

検討を進める必要がある。

⑤-2 ネットワークアセスメ

ントの結果、特定された課

題への対応に向けた検討を

行う。

⑤道立学校のＩＣＴ機器や教育情

報通信ネットワーク等を、事務職員

が教員と連携して日常的に維持・

管理できる体制の構築と通信ネッ

ト ワークの分析・診断の実施

⑥道立学校事務職員を対象とした

クラウドサービスの基本的な操作

の習得

⑦道立学校においてＩＣＴ支援員を

活用したコンサルティングを行い、Ｉ

ＣＴの活用を推進

④参加対象に学習支援スタッフ等

も含めた各種研修の実施

⑤-1 道立学校における教育情報

通信ネットワークの維持・管理に関

するトラブルについて「GIGAトラブ

ルサポートデスク」において相談対

応

⑥教員のニーズを踏まえた、クラウ

ドサービスの基本的な操作方法に

関するオンライン操作研修の実施

（５月～７月 956名参加）

⑦各道立学校におけるICT活用状

況を把握した上で、ICT支援員と

教育局等の指導主事が全道立学

校を訪問し、各学校の状況に応じ

た技術提案・指導助言を実施（7

月～10月）

④学校におけるＩＣＴの円滑な活用

を図るため、学校業務を支援する

スタッフ等を対象とした研修会の

実施
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４　総合評価
定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価

3.0 1.0 4.0 概ね順調

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

○推進指標「児童生徒一人一人に配備されたICT機器を活用した授業が行われた学校の割合」及び取組の柱（１）児童生徒の情報活用能力

の育成に資する実践の普及・啓発

・小中高の１２年間を見通した情報活用能力の育成に関する先進事例の提供と活用を支援する。

･ICT活用ポータルサイト内の各種情報の更新や収集した先進事例の掲載などコンテンツの充実を図る。

・教育課程改善の手引等を基に、ICTの効果的な活用に係る各種研修を実施する。

○推進指標「授業にICTを活用して指導することができる教員の割合」「情報活用の基盤となる知識や態度について指導することができる教

員の割合」及び取組の柱（２）教員のＩＣＴの効果的な活用に向けた取組の充実

・教員のICT活用指導力（生成AIの利活用を含む）の向上に向けた研修会や協議会を実施する。

・学校や市町村教育委員会等のニーズに応じた研修の実施を支援する。

・教育局主催の研修や学校訪問等での指導助言の充実に向けた本庁（ICT教育推進課）と教育局指導主事による定期的なオンラインミーティ

ングを実施する。

・学校・教員のニーズに応じたオンデマンド研修動画や資料等の作成などによるICT活用ポータルサイトのコンテンツの充実を図る。

○取組の柱（３）情報通信技術支援員（ＩＣＴ支援員）等外部人材による教員のＩＣＴ活用の支援

・１人１台端末の共同調達を円滑に実施するとともに、北海道GIGAスクール推進協議会において各地域のICT活用に係るニーズ等を踏まえた

意見交換・情報交換を実施する。

・学校や市町村教育委員会のニーズに応じた支援や研修会を実施する。

・道立学校におけるネットワークアセスメントの結果を踏まえたネットワーク改善方策の検討やICT支援員による技術提案・指導助言を実施する。

○取組の柱（４）感染症や災害発生時などにおける教育活動の継続に向けた支援

・各種会議等で、端末持ち帰り及び家庭での学習活用に係る説明を行う。

・端末を活用した家庭での学習の取組事例の収集及びICT活用ポータルサイトでの発信を行う。

○取組の柱（５）学習者用デジタル教科書の効果的な活用

・引き続き、指導主事の学校訪問等において、道教委の教育課程改善の手引を基にしたデジタル教科書の効果的な活用や、デジタルと他の

様々な教材等を効果的に組み合わせて指導することの必要性について指導助言する。
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児童生徒仲良しコミュニケーション活

動奨励事業により、全ての管内におい

て、いじめの未然防止に向けた児童

生徒の主体的な取組等に関する交流

等が行われ、児童生徒の意識の醸成

が図られた。また、高校生から直接い

じめ問題に関する意見を聴くオンライ

ンミーティングを２回開催した。

今後、各学校等において、児童生徒の

規範意識を高める取組を更に進める

必要がある。

点

R6.4

全国学力・

学習状況調

査

（文科省）

3

各学校のいじめの認知状況や解消状

況等について定期的に把握するとと

もに、取りまとめた結果を周知するな

どして、積極的な認知の推進を図っ

た。また、解消に至っていない事案に

ついては、個別に状況を把握し、組織

的な対応に向けて指導助言を行っ

た。

解消の割合が基準値より低い要因に

ついて、学校いじめ対策組織等による

組織的な対応を行った結果、いじめ

が一定数解消できていると考えられ

る一方、SNS上のいじめなどの見え

づらく解消が確認しにくい事案の増

加や、安易にいじめを解消したとせず

丁寧に取り組んでいることが考えられ

る。

小88.5

中90.0

高92.8

(R7.10)

点

R6.6

(R7.4)

児童生徒の

問題行動・不

登校等生徒

指導上の諸

課題に関する

調査

（文科省）

「いじめの認知件数」のう

ち、「解消しているもの」の

割合(%)（小、中、高）

小95.9

中96.5

高96.1

(R3)

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

90.4%

R5 R6 R7 R8 R9 調査時期

「いじめは、どんな理由が

あってもいけないことだと

思う」と回答した児童生徒

の割合(%)（小、中）

小86.9

中84.0

小85.6

中82.6

小８３.５

中81.5

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

2

施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名 施策項目14　いじめ防止の取組の充実 所管課 生徒指導・学校安全課（義務教育課）

２　定量評価

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率
点

数

施策の

方向性

(要約)

○　 学校、家庭、地域、行政の連携を一層強め、いじめの早期発見・早期対応に向けた生徒指導体制の充実を図り、子どもたちがい

   じめの被害者にも加害者にもならずに安心して過ごせる居場所づくりを全校で推進する。

○　 全ての子どもたちが、「いじめは絶対に許さない」という意識を持ち、望ましい人間関係を構築するなど、子どもの健やかな成長

   を促す生徒指導を展開し、子どもが主体的に取り組むいじめの未然防止の取組の充実を図る。

○　 いじめ被害や子どもの不安・悩みを早期に把握し、学校・家庭が協力して対応できるよう、スクールカウンセラー等と連携した教

   育相談や、24時間対応の電話、SNSを活用した相談窓口の活用など、相談体制の充実を図る。

○ 　ネット上のいじめやトラブルの防止、感染症等に関する偏見・差別、誹謗中傷等の防止に向けた取組を徹底するとともに、障がい

   や性的マイノリティなど配慮を要する子どもへのきめ細かな支援の充実を図る。

前年度

の状況

総合評価 評価年度（令和６年度）の取組【Ｐ】

82.5%

概ね順調

○取組の柱（１）いじめの未然防止の促進

・いじめ防止基本方針の目指す姿である「迅速かつ組織的な対応による事案の長期化・深刻化の防止の徹底」に向け、

学校等での「いじめ防止等に向けた取組プラン」の取組状況等を評価・改善

・オンラインによる高校生の意見交流の場を継続的に開催し、子どもの意見をいじめ未然防止の施策に反映

○取組の柱（２）いじめの早期発見・早期対応に向けた生徒指導体制の充実

・毎年度、ＰＤＣＡサイクルによる「学校いじめ防止基本方針」の点検・見直しをするよう通知するとともに、教育局による学

校指導訪問等を通じて、点検基準や「点検チェックリスト」等により点検・見直しの状況を把握し、必要な指導助言を実施

・毎年度、道立学校の校長や教職員を対象とした研修を実施し、いじめ事案への対応力と指導力を強化

○取組の柱（３）教育相談体制の充実

・スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーを派遣し、児童生徒の悩みや困難等に係るアセスメントを実施する

ことにより、児童生徒の状況に応じた最適な対応が図られるよう、学校への支援を継続

・ケース会議にスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーを派遣し、学校への支援強化を図るとともに、スクール

ソーシャルワーカー相談会の拡充や各種相談窓口の相談員研修会を充実

○取組の柱（４）社会の変化に応じたいじめ問題への対応、差別・偏見、誹謗中傷等の防止

・ネットトラブルを防止するために、ネットパトロールを強化させるための啓発活動及び指導者研修会を充実

出典

（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

所管課ＨＰ

ひぼう

ひぼう
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指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率
点

数

出典

（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査時期

①学校等での「いじめ防止等に向

けた取組プラン」の取組状況等の

評価・改善と子どもの意見をいじめ

未然防止の施策に反映させる取組

の充実

①いじめを積極的に認知し、その

解決に向けた学校いじめ対策組織

による早期発見・早期対応の徹底

②いじめ対応に係る学校と教育委

員会の責務への理解深化を図る

教員研修の充実

①各学校のいじめの認知状況や解

消状況等を定期的に把握し、積極

的な認知や解消に向けた取組につ

いて指導

②生徒指導連絡協議会及び生徒

指導研究協議会等の開催（対象：

校長、生徒指導主事１回、市町村

教育委員会職員２回、各管内１～２

回）

①各学校のいじめの認知状況や解消状況等について定

期的に把握するとともに、取りまとめた結果を周知するなど

して、積極的な認知の推進を図った。いじめの重大事態の

発生件数が増加傾向にあり、いじめを重大事態化させな

いための組織的な取組について徹底する必要がある。

②各種会議や協議会等において、指導主事、校長、生徒

指導主事等に対して、いじめ対応に関する説明や演習を

複数回実施した。今後も引き続き、いじめの問題への対応

に関する研修等の場を設け、各学校や地域における教職

員の理解促進と関係機関との連携による体制強化を図っ

ていく必要がある。

①いじめの認知状況や解消

状況等の把握と指導を行っ

た。

②全道立学校の校長に対

する説明や生徒指導主事を

対象とした研修を実施した。

①-1 取組プランを改訂し、

公表した。

①-2 全ての管内で児童生

徒がいじめの問題について

考える機会を設けた。

①-３ 高校生から直接意見

を聞く取組を実施した。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

R6.10

取組

の柱
(2)いじめの早期発見・早期対応に向けた生徒指導体制の充実

点

数
1 点

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①-1 「北海道いじめの防止等に

向けた取組プラン」について、各学

校における進捗を確認し、北海道

いじめ問題審議会において報告す

るとともに、改訂版を作成し、学校

と教育委員会に対して重点的な取

組について指導助言

①ｰ２ 全ての管内において児童生

徒仲良しコミュニケーション活動奨

励事業を実施（９月～２月 1326

名参加）

①-3 いじめ問題の対応について、

高校生から直接いじめ問題につい

て意見を聴き、今後の子ども政策

へ反映するため「高校生カフェミー

ティング」をオンラインで開催（８

月、２月計30名参加）

①-1 各種会議等で、教育局担当者、市町村教委担当者、

各学校生徒指導担当者等へ重点的な取組について説明

及び指導助言を行い、未然防止の徹底を図った。児童生

徒にいじめをしない態度や能力を育む指導の充実を図る

必要がある。

①ｰ２ 各管内の実情等に応じて、いじめの未然防止に向け

た児童生徒の主体的な取組の交流等が行われ、児童生

徒の意識の醸成が図られた。今後は、特別活動における

取組の推進のほか、各教科等における指導を通じて、いじ

めの未然防止に向けた効果的な取組を展開する必要が

ある。

①-３ 「いじめ見逃しゼロに向けて、学校にしてほしいこと」

や「学校で起こるいじめの原因」について話し合い、学校

の環境づくりに関するや意見や生徒一人一人の心構えに

関することなど貴重な意見を得た。

３　定性評価
取組

の柱
(1)いじめの未然防止の促進

点

数
1 点

関係機関と連携したネット

の不適切な利用の未然防

止等に関する防犯教室を

実施している学校の割合

(%)（小、中、高）

小72.2

中88.0

高93.1

（R3）

100.0

90.1%
3

ネットパトロール講習会兼指導者養

成研修会を実施し、各種研修会にお

いてネットトラブル未然防止や早期発

見・早期対応できる環境を構築した。

また、年間を通して、不適切な書き込

み等を検出するネットパトロールの実

施などにより、ネット上のトラブル防止

に係る取組の浸透が図られた。

小75.1

中91.0

高95.9

小81.7

中91.4

高97.1

100.0 100.0 100.0 100.0

体育・保健・

安全に関す

る調査

（道教委）

点

3

高校生ステップアッププログラム事業

の成果を周知するとともに、集団カウ

ンセリング研修会等により、各学校に

おけるソーシャルスキルトレーニング

の実施を促進し、各学校における取

組の充実が図られた。
小44.2

中46.3

高38.2

小51.2

中51.1

高41.9

点

いじめの問題

の実態把握

及びその対応

状況等調査

（道教委）

R6.12

望ましい人間関係の構築

に向けたソーシャルスキル

トレーニング等を複数回実

施している学校の割合

(%)（小、中、高）
小23.6

中24.4

高28.6

30.0 50.0 65.0 80.0 100.0

96.1%

いじめ防止に向け、スクー

ルカウンセラー、スクール

ソーシャルワーカー及び弁

護士等の専門家を交えて

研修等を複数回行ってい

る学校の割合(%)（小、

中、高）

小12.7

中18.3

高12.9

75.0

86.8%
2

いじめの防止や解決に向け、専門家

との連携を含めた研修等の実施につ

いて４回通知した。スクールソーシャル

ワーカーによるオンライン相談会を各

管内で実施し、必要に応じて派遣する

など、相談体制の充実を図った。

小29.3

中35.8

高33.3

小35.7

中38.4

高43.1

35.0 45.0 55.0 65.0

点

R6.12

いじめの問題

の実態把握

及びその対応

状況等調査

（道教委）
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令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

② 児童生徒から受けた相談に対し、市町村教育委員会

や学校と連携し、迅速に対応した。更なる相談体制の充実

のため、相談窓口の周知をより一層図っていく必要があ

る。

② 相談に対し、市町村教

育委員会や学校と連携し、

迅速に対応した。

取組

の柱
(3)教育相談体制の充実

①スクールカウンセラー、スクール

ソーシャルワーカーの派遣や、子ど

も相談支援センターの24時間対

応の電話、ＳＮＳを活用した相談事

業など、教育相談体制の充実

②１人１台端末を活用した児童生

徒の不安や悩みを早期に把握する

相談窓口の利用促進

② １人１台端末を活用した相談窓

口の設置

（相談件数延べ 404件）

2.6 1.0 3.6 概ね順調

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

○取組の柱（１）いじめの未然防止の促進

・発達支持的生徒指導の充実に向けて、いじめを生まない学校の環境づくりや児童生徒にいじめをしない態度等を身に付ける取組を推進する。

○取組の柱（２）いじめの早期発見・早期対応に向けた生徒指導体制の充実

・いじめを重大事態化させないための早期発見・早期対応に向けて、法に基づくいじめの積極的な認知や早期からの組織的対応の取組を推進

する。

・警察等の関係機関や法律や心理の専門家との連携強化に向けた取組を推進する。

○取組の柱（３）教育相談体制の充実

・スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの派遣や子ども相談支援センターの24時間対応電話、ＳＮＳを活用した相談事業の周知等

を通じて、相談窓口の利用促進を図る。

・１人１台端末を活用した相談窓口やオンラインカウンセリングなど、ＩＣＴを活用した教育相談体制の充実を図る。

○取組の柱（４）社会の変化に応じたいじめ問題への対応、差別・偏見、誹謗中傷等の防止

・ネットトラブルの防止に向け、ネットパトロールの強化、啓発活動及び指導者研修会の充実を図る。

取組

の柱
(4)社会の変化に応じたいじめ問題への対応、差別・偏見、誹謗中傷等の防止

点

数
1 点

４　総合評価
定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①ネット上のトラブルの未然防止の

ため情報モラル教育の充実

②ネット上のトラブルの早期発見、

早期対応のためネットパトロールの

実施と指導者研修会の充実

① 教職員向け指導資料及び保護

者向け啓発リーフレットを作成し、Ｈ

Ｐに掲載

① 定期的に教職員向け指導資料及び保護者向け啓発

リーフレットをＨＰにて周知した。引き続き、指導者研修会を

含め、教職員及び保護者向けに働き掛けることが必要で

ある。

① 教職員向け指導資料及

び保護者向け啓発リーフ

レットを周知した。

②-1 児童生徒ネットコミュニケー

ション見守り活動を実施

②-1 ネットパトロール講習会等指導者研修会の実施や

各学校におけるネットパットロールを実施した。ネットパト

ロールの精度を上げるために、引き続き、指導者研修会や

各学校でのネットパトロールの取組が必要である。

②-1 ネットパトロール講習

会等指導者研修会及び各

学校におけるネットパトロー

ルを実施した。

②-2 民間会社に委託し、ネットパ

トロール業務を実施

②-2 民間会社に委託し、ネットパトロール業務を実施し

た。ネットパトロールの精度を上げるために、引き続き、民

間会社でのネットパトロール業務が必要である。

②-2 民間会社によるネット

パトロール業務を実施した。

①-1 スクールカウンセラー・スクー

ルソーシャルワーカーの派遣

（スクールカウンセラーによるカウン

セリング回数：7,131回）

（北海道スクールソーシャルワー

カー派遣回数 : 183回）

①-2 子ども相談支援センターによ

る電話相談の実施

（相談件数延べ 2,319件）

①-3 ＳＮＳを活用した相談事業の

実施（相談件数延べ 314件）

①-1 スクールカウンセラー連絡協議会やスクールソー

シャルワーカー相談会を実施し、相談体制の充実に向けた

取組を実施した。今後は、オンラインを含めたスクールカウ

ンセラーを効果的に活用するための周知を行うとともに、

スクールソーシャルワーカーによる支援についての啓発や

効果的な活用の在り方について周知する必要がある。

①-2、3 相談者の悩みを丁寧に傾聴し、関係機関等に相

談することへの気付きを促すほか、必要に応じて関係機関

と連携し、対応した。今後も引き続き、相談窓口の周知をよ

り一層図るとともに、関係機関と連携して対応する取組が

必要である。

①-1 スクールカウンセラー

連絡協議会やスクールソー

シャルワーカーによるオンラ

イン相談会を実施し、必要

に応じて派遣するなど、相談

体制の充実を図った。

①-2、3 相談に丁寧に対応

するとともに、必要に応じて

関係機関と連携し、対応し

た。

点

数
1 点

ひぼう
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施策評価調書

１施策の状況

施策名 施策項目15　不登校児童生徒への支援の充実 所管課 生徒指導・学校安全課

２定量評価

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率
点

数

施策の

方向性

(要約)

○　　学校において、子ども同士の良好な人間関係が構築されるとともに、子どもと教員との信頼関係が構築され、全ての子どもにと

    って安心感・充実感が得られる魅力ある学校づくりを推進する。

○　　学校において、校長のリーダーシップの下、教員がスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーと連携し、教育相談体制

    の充実を図るとともに、不登校の子どもたちを組織的・計画的に支援する体制整備を促進する。

○　　不登校の子どもたちへのきめ細かな支援を行うため、不登校支援の中核となる教育支援センターの設置促進や、学校と教育委

    員会、関係機関、関係団体等との連携を強化し、多様で適切な教育機会の確保に努める。

○　　学校において、不登校や感染症の回避のために登校しない子どもたちへの支援のため、１人１台端末を活用し、オンライン授業

    等による学習支援やカウンセリングを実施するなど、ＩＣＴを活用した適切な支援を推進する。

前年度

の状況

総合評価 評価年度（令和６年度）の取組【Ｐ】

やや遅れて

いる

○取組の柱（１）魅力あるより良い学校づくりの推進

・各管内の指定校における取組が充実するよう指導助言するとともに、各種研修及び協議会等の機会において、指導資

料や実践事例を普及することにより、本道における「魅力あるより良い学校づくり」の取組を推進

○取組の柱（２）不登校の子どもを支援する体制の強化

・不登校の予兆への対応を含めた初期段階から「児童生徒理解・支援シート」を作成し、共通理解に基づく組織的な支

援を推進するなど、不登校児童生徒を支援する体制を強化

○取組の柱（３）多様で適切な教育機会の確保

・学校内外の教育支援センターの設置促進に向けた指導助言を行うとともに、学校と教育支援センター、フリースクール

等の民間施設が連携した支援の充実に向けた協議会の開催など、多様で適切な教育機会の確保に向けた取組を推進

○取組の柱（４）ICTを活用した適切な支援の推進

・不登校により学びや支援にアクセスできない子どもゼロに向け、オンラインを活用した学習支援や教育相談など、ＩＣＴ

を活用した適切な支援を推進

○取組の柱（１）～（４）

・道内外の先進事例を調査研究するとともに、指定事業における成果を普及啓発することにより、各学校における共通理

解に基づく不登校支援がより一層充実するよう取組を推進

出典

（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査時期

100.0

93.2%

3

児童生徒仲良しコミュニケーション活

動奨励事業により、児童生徒が自主

的な活動を推進する絆づくりの取組を

推進するとともに、成果資料により仲

間づくりの取組を普及啓発したこと

で、仲間づくりの取組等を実施した学

校の割合が小・中学校において増加し

た。点
R6.6

(R7.6)

児童生徒の問

題行動・不登

校等生徒指

導上の諸課題

に関する調査

（文科省）

「児童生徒理解・支援シー

ト」を作成し、家庭、関係機

関等と連携し支援してい

る学校の割合(%)（小、

中、高）

小80.7

中92.8

高92.4

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

100.0%

児童・生徒会活動を通じ

て、人間関係や仲間づくり

を促進した活動を実施し

ている学校の割合(%)

（小、中、高）

小89.8

中91.5

高97.7

(R3)

小92.1

中93.0

高94.5

(R7.10)

100.0 100.0 100.0 100.0

4

各学校において、「児童生徒理解・支

援シート」を活用した組織的な支援が

行われるよう、調査結果を踏まえた指

導通知を年２回発出するとともに、教

職員研修シリーズにおいて、活用の意

義等について理解促進を図ったことに

より、本シートを活用し、家庭や関係機

関と連携した支援を行った学校の割

合が増加した。

小１００．０

中100．０

高98.8

小100

中100

高100

点

R6.12

児童生徒の欠

席に対する対

応状況等に関

する調査

（道教委）

所管課ＨＰ
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児童生徒の問

題行動・不登

校等生徒指

導上の諸課題

に関する調査

（文科省）

各学校において、不登校児童生徒が

学校内外で相談・指導等を受けること

ができるよう、各学校や市町村教育委

員会に対し、多様な学びの場を確保す

るよう働き掛けるとともに、学校外での

学びの適切な評価について指導した

ことにより、学校内外での相談・指導

等を受けた児童生徒の割合は増加し

た。
小96.9

中96.8

高93.6

(R7.10)

点

R6.6

(R7.6)

学校及び教育支援セン

ターやフリースクール等に

おいて相談・指導や支援

を受けた児童生徒の割合

(%)（小、中、高）

小79.6

中77.7

高93.8

(R3)

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

95.8% 3

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率
点

数

出典

（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査時期

不登校の子どもに対し、オ

ンラインによる学習指導や

教育相談を実施している

学校の割合(%)（小、中） 小44.0

中49.6

90.0 90.0 90.0 90.0 90.0

95.9%

100.0

児童生徒の欠

席に対する対

応状況等に関

する調査

（道教委）

3

「不登校支援ポータルサイト」により、

オンライン学習や教育相談の実践事

例を提供するとともに、各学校や市町

村教育委員会に対し、オンラインによる

学習支援を充実するよう働き掛けたこ

とにより、オンラインによる学習指導や

教育相談を実施した学校の割合が増

加した。

小80.8

中79.1

小85.7

中86.9

点

児童生徒の欠

席に対する対

応状況等に関

する調査

（道教委）

R6.12

進捗状況

点

R6.12

３定性評価
取組

の柱
(1)魅力あるより良い学校づくりの推進

点

数
1 点

不登校の子どもに対し、オ

ンラインによる学習指導や

教育相談を実施している

学校の割合(%)（高） 高77.9

100.0

98.4%
3

「不登校支援ポータルサイト」により、

オンライン学習や教育相談の実践事

例を提供するとともに、各学校や市町

村教育委員会に対し、オンラインによる

学習支援を充実するよう働き掛けたこ

とにより、オンラインによる学習指導や

教育相談を実施した学校の割合が増

加した。

88.6 98.4

100.0 100.0 100.0

取組

の柱
(2)不登校の子どもを支援する体制の強化

点

数
1 点

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

③ 「子ども相談支援センター」での24時間対応の電話・

メール相談、ＳＮＳを含むＩＣＴを活用した相談窓口を、「不

登校支援ポータルサイト」により引き続き周知した。今後、

当事者の声等も踏まえて、本ポータルサイトをより活用しや

すいページに改善・充実するとともに、協議会等における周

知のほか、親の会やフリースクール等とも連携しながら周

知していく必要がある。

① 研修シリーズを作成し、

周知・普及した。

② 研修シリーズを作成し、

周知・普及した。

③ ポータルサイトの周知方

法を検討し、協議会や保護

者向けセミナー等で周知し

た。

①いじめや暴力行為へのき然とし

た対応、教員の体罰等への厳正な

指導の徹底

②子どもたちが主体的に取り組む

共同的な活動を通して、互いに活

躍する場面を作る「絆づくり」の推

進

① 組織的な生徒指導の充実に向

けた指導資料「『生徒指導提要』

概要版」の普及啓発（通年）

② 児童生徒仲良しコミュニケー

ション活動奨励事業による学校及

び市町村教育委員会の取組の促

進及び取組事例の普及啓発（２

月）

① 学校や教育委員会への指導助言や生徒指導に係る校

内研修の充実に向けた指導資料の活用を促したことによ

り、生徒指導に関する校内研修の充実につながった。今

後、各学校等において、本資料を積極的に活用し、組織的

な生徒指導をより一層充実させる必要がある。

② 児童生徒仲良しコミュニケーション活動奨励事業によ

る学校及び市町村教育委員会の取組を促進したことによ

り、「児童・生徒会活動を通じて、人間関係や仲間づくりを

促進した活動を実施した」と回答した学校の割合が小・中

学校において増加した。今後も、各学校等において、全ての

児童生徒が安心して学校生活を送ることができるよう、取

組を推進する必要がある。

① 指導資料の普及啓発を

行った。

② 取組事例を作成し、普及

啓発を行った。

①学校、家庭、関係機関との連携

による「児童生徒理解・支援シー

ト」の作成と継続的な支援の推進

②予兆への対応を含めた初期段

階からの教育相談の実施等による

早期対応の徹底

③「子ども相談支援センター」での

24時間対応の電話・メール相談、

ＳＮＳを含むＩＣＴを活用した相談窓

口の利用促進

① 不登校に関する教職員研修シ

リーズにおいて、本シートの作成の

目的や意義等について普及啓発

（12月）

② 不登校に関する教職員研修シ

リーズにおいて、アセスメントに基づ

く教育相談の意義等について普及

啓発（９月）

③ 「不登校支援ポータルサイト」

への掲載及び周知（通年）

① 本研修シリーズは、いつでも視聴できるよう、当課Web

ページに掲載するなどして、不登校支援の充実に向けた理

解促進を図った。今後も引き続き周知し、活用を促進する

必要がある。

② 本研修シリーズは、いつでも視聴できるよう、当課Web

ページに掲載するなどして、不登校支援の充実に向けた理

解促進を図った。今後も引き続き周知し、活用を促進する

必要がある。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】
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点

数
1 点

進捗状況

①市町村による教育支援センター

の設置促進

②教育委員会・学校とフリースクー

ル等の民間団体との連携によるき

め細かな支援の推進

③不登校の子どもたちへの支援に

向けた児童生徒理解の深化を図る

教員研修の充実

① 市町村の教育支援センターの

実践事例集の作成及び周知（【設

置自治体数】R５：５８市町村→R

６：66市町村）（３月）

② 学校、教育支援センターやフ

リースクール等の職員が参加する

不登校児童生徒支援連絡協議会

の開催（７月330名、１月262名参

加）

③ 令和５年度に作成した不登校

支援ガイドブックの活用促進を図る

とともに、不登校に関する教職員研

修 シ リ ー ズ を 年 ４ 回 開 催 （ 計

1,134名参加）

① 教育支援センターの設置促進に向け、市町村の教育

支援センターの実践事例を取りまとめて周知するとともに、

協議会等において、道内外の先進事例を紹介するなどし

て、教育支援センターの設置促進を図った。今後は、多様

な教育機会の確保に向けて、実践事例を収集するととも

に、未設置の市町村に対する働き掛けを意図的に行ってい

く必要がある。
② オンラインを活用した協議会の実施により、学校、教育

委員会、フリースクール等、多くの参加があった。今後、当

事者である親の会等とも連携しながら、内容の充実を図る

必要がある。

③ 心理・医療・福祉の有識者による教職員研修シリーズ

を作成し、各学校における児童生徒理解や不登校支援の

充実に向けた理解促進を図った。今後も研修の機会を複

数回設けるとともに、当事者である親の会やフリースクール

等の協力を得ながら、内容の充実を図る必要がある。

① 実践事例集を作成する

とともに、ポータルサイトによ

り普及した。

② 協議会を２回 開催 し、

592名が参加した。また、

アーカイブ動画については、

712回の視聴があった。

③ 研修シリーズを４回開催

し、1,134名が参加した。ま

た、アーカイブ動画について

は、417回の視聴があった。

点

数
1 点

3.2 1.0 4.2 概ね順調

① 実践事例や学習教材等

の不登校支援ポータルサイ

トへの掲載及び周知を図っ

た。

② 実践事例等の不登校支

援ポータルサイトへの掲載

及び周知を図った。

進捗状況

５総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

○指標関連の取組

　・学校が、児童生徒一人一人にとって安全・安心な居場所になるよう、児童・生徒会活動を通じた人間関係や仲間づくりに関する取組を

　　促進する。

○取組の柱（１）魅力あるより良い学校づくりの推進

　・各管内の指定校における取組が充実するよう、学校の風土を把握し、把握した結果に基づく学校づくりを推進するとともに、有識者による

　　講話のほか、学校教育指導訪問における指導助言を継続することにより、本道における「魅力あるより良い学校づくり」の取組を推進する。

○取組の柱（２）不登校の子どもを支援する体制の強化

　・不登校の予兆が見られる児童生徒への対応を含めた初期段階から、「児童生徒理解・支援シート」を作成し、支援ニーズ等を全教職員で

　　共通理解を図り、組織的な支援を推進するなど、不登校児童生徒を支援する体制を強化する。

○取組の柱（３）多様で適切な教育機会の確保

　・多様な学びの場である教育支援センターや学びの多様化学校の設置促進に向け指導助言及び情報提供を行うとともに、学校と教育支援

　　センター、フリースクール等の民間施設が連携した支援の充実に向けた協議会の開催など、多様で適切な教育機会の確保に向けた取組

　　を推進する。

○取組の柱（４）ICTを活用した適切な支援の推進

　・不登校により学びや支援にアクセスできない子どもゼロに向け、不登校支援ポータルサイトによるオンラインを活用した学習教材等の提供

　　を行うとともに、インターネット上の仮想空間であるメタバースを活用した学習支援や教育相談など、児童生徒一人一人の興味や関心、

　　個々の状態等に応じた支援の充実に努める。

○取組の柱（１）～（４）

　・道内外の先進事例を調査研究するとともに、指定事業における成果等を普及啓発することにより、各学校における不登校支援がより一層

　　充実するよう取組を推進する。

４総合評価
定量評価の判定

(各指標平均点)[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価

①学校と家庭を結んだオンライン

授業や、ＩＣＴを活用した学習教材

の提供など、個に応じた学習機会

の確保

②１人１台端末を活用し、教員やス

クールカウンセラーによるオンライン

でのカウンセリングなど、個に応じ

た教育相談機会の確保

① 「不登校支援ポータルサイト」

による同時双方向型のオンライン

授業の配信等の実践事例やＩＣＴ

を活用した学習教材の提供・拡充

（通年）

② 「不登校支援ポータルサイト」

によるＩＣＴを活用した教育相談の

実践事例の提供（通年）

① 実践事例や学習教材などをポータルサイトに掲載し、

活用促進を図ったことにより、不登校の子どもに対し、オン

ラインによる学習指導や教育相談を実施している学校の割

合が増加した。今後、当事者の声等も踏まえて、本ポータル

サイトをより活用しやすいページに改善・充実するとともに、

協議会等における周知のほか、親の会やフリースクール等

とも連携しながら周知していく必要がある。

② 実践事例などをまとめたポータルサイトの活用促進を

図ったことにより、不登校の子どもに対し、オンラインによる

学習指導や教育相談を実施している学校の割合が増加し

た。今後、当事者の声等も踏まえて、本ポータルサイトをより

活用しやすいページに改善・充実するとともに、協議会等に

おける周知のほか、親の会やフリースクール等とも連携しな

がら周知していく必要がある。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】

取組

の柱
(4)ICTを活用した適切な支援の推進

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】

取組

の柱
(3)多様で適切な教育機会の確保

－80－ 



施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名
施策項目16　教員の養成・採用・研修の一体的な
　　　　　　　　　　 　改革の推進

所管課 教職員育成課（高校教育課、教職員課）

２　定量評価

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率
点

数

施策の

方向性

(要約)

○　　教員の資質能力の向上に向けて、教員養成大学をはじめとする関係機関と連携して教員の養成・採用・研修の一体的な改革

　　を進めるとともに、本道において求められる人事配置や研修の充実に取り組む。

○　　教員の採用選考検査の方法等について、不断に見直しを行い、強い使命感や実践的指導力など、教員育成指標を踏まえた本

　　道が求める資質能力を十分備えた教員採用に取り組み、安定的な学校体制の構築を目指す。

○　　子ども一人一人の学びを最大限に引き出す質の高い指導ができるよう、教員を目指す学生や教員が継続的に知識・技能を習

　　得できるようにする。

○　　大きな時代の変化の中で、社会のニーズに対応するため、多様な知識・経験を持つ学校外の人材と連携した教育を推進し、教

　　員の資質能力の向上を図る。

○　 オンラインを活用し、研修の効率化と質の向上を図るとともに、教員がキャリアステージにおいて、主体的に学び続け、資質・ 能

　　力の向上に取り組むことができるよう研修環境の改善・充実に努める。

前年度

の状況

総合評価 評価年度（令和６年度）の取組【Ｐ】

概ね順調

○取組の柱（１）教員養成大学等と連携した教員の養成・採用・研修の一体的な改革の推進

・高校生・大学生の教職志望の維持・高揚を図り、教職人材を安定的に確保するため、試行を含めた学習会型・実習型

の各事業の一層の充実

○取組の柱（２）意欲と能力ある学生の確保に向けた教職の魅力向上に関する取組の充実

・「みらいの教員育成プログラム」について、道北圏域、道東圏域においても３年生用のプログラムを実施するとともに、

２年生用のプログラムを拠点校以外にも拡大

・第３期アクション･プランに基づき、学校における働き方改革を進め、教職を志す学生などに対し、教員の働き方が着実

に変わっていることを広く発信

・期限付教員希望者（ペーパーティーチャー）向け説明会の定期的・効率的な実施

○取組の柱（３）資質能力を備える教員の確保に向けた教員採用選考検査の工夫・改善

・資質能力を備える教員の確保に向けて、更なる受検者増のため、教員免許を所有していない者を含めた社会人を対

象とした特別選考の新設と、大学３年生等を対象とした特別検査の継続実施

・道内教員養成大学や民間企業と連携し、新たな人材確保の方策について検討

○取組の柱（４）地域特性を踏まえた人事配置、遠隔システム等を活用した教員研修の実施

・平均年齢の高い管内と低い管内で教員の人事交流を行う広域人事を引き続き実施

・道内の教員一人一人の「研修観の転換」等、「新たな研修制度」初年度の課題等を踏まえた道教委研修計画の改

善・充実と、大学・市町村教育委員会・教育関係団体等と課題等を共有し、教員研修を充実

出典

（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査期日

3.0

71.4%

1

受検日程が他府県と重なったた

め、道外会場の受検者数が減少し

た。（受検者数 R5:４５２名→R6：

142名）

大学3年生を対象とした特別検

査を実施（12月）し、昨年度より

170名上回る911名が受検。

今年度から、民間企業での勤務

経験者を対象とするセカンドキャリ

ア特別選考を実施し、45名を登録

するなど、一定の成果はあったもの

の、教員不足の状況は変わらない

ため、今後一層、受検者数を増や

す取組が必要である。

点

ー

（道教委）

教員採用選考検査の受検

倍率（倍）

2.2

2.4 2.0

2.7 2.8 2.9 3.0

所管課ＨＰ

－81－ 


